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１．国立研究開発法人の果たすべき役割

l 国立研究開発法人は科学技術イノベーション政策等の国の諸政策を踏まえて研究開発に係る事務及び事業
を行う法人。

l 国家的又は国際的な要請に基づき、長期的なビジョンの下、民間では困難な基礎・基盤的研究のほか、実証
試験、技術基準の策定に資する要素技術の開発、他機関への研究開発費の資金配分等に取り組む。

l 民間では困難な大規模・最先端の研究基盤を整備・共用。
l これらを通じて成果を社会に還元し、「研究開発成果の最大化」を図る。
l 上記認識のもと、運営課題分科会ＴＦで当座、一般管理費等削減、税制、調達等を中心に論点整理を行った。

２．現状
l 運営の基盤となる「運営費交付金」は国立大学法人同様、年々削減傾向が続いている。（別紙１）
l これに加え、国立大学法人と異なり一般管理費の削減義務が中期目標上課されている。
（累計すると平成２７年度末で▲３０％（平成１３年度比））（別紙２）

l 設立の沿革、経緯等により、税制上の扱い及び調達等で国立大学法人と比べ不利な点がある。
（別紙３－１，３－２，３－３）

l その他国立大学同様、研究開発成果の最大化を図るために改善すべき制度上の課題が多々ある。（別紙４）

３．今後の課題と展望

l 課題解決型の成果の創出、能動的な産学連携・知財戦略の策定、安全安心な研究インフラのマネージメント、
科学コミュニケーション、グローバル展開、オープンサイエンスの推進等について今後更に機能強化が必要。
このほか、内部統制システムの構築、安全管理や情報セキュリティ等にも対応が必要。

l そのためには、国立研究開発法人が抱える諸課題の解決として、まずは国立大学法人よりも不利な条件を同
程度の水準とすべきではないか。

l その上で、国立大学法人同様法人運営上の諸課題について関係府省と連携しながら働きかけを行っていくこ
とが肝要。

国立研究開発法人の抱える運営上の課題について
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別紙１国立研究開発法人の運営費交付金の推移

＜留意事項＞
u 出典：財務省「予算及び財政投融資計画の説明」をもとに運営課題分科会事務局にて作成。
u 各年度の計数は、各年度の一般会計当初予算額を掲載している。
u 四捨五入により、各項目の合計は必ずしもグラフ上部の合計額と一致しない。
u 過去に統合された法人も含めて集計している。

（億円）

国立研究開発法人の運営費交付金は、第４期科学技術基本計画が開始した平成２３年度
から平成２８年度までに約８２３億円（約１２％）減少している。

施設整備費補助金

運営費交付金

運営費交付金措置率（H23年度比）
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国立大学法人の運営費交付金の推移
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＜留意事項＞
u 出典：財務省「予算及び財政投融資計画の説明」をもとに運営課題分科会事務局にて作成。
u 各年度の計数は、各年度の一般会計当初予算額を掲載している。

（億円） 運営費交付金

運営費交付金措置率（H23年度比）
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国立研究開発法人の一般管理費等削減率
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別紙２

＜留意事項＞
u 平成１３年度を基準とした一般管理費及び業務経費の比率を各法人の削減率の平均を乗じて示したもの。
u 法人によっては予算増となっている年度もあるが、あくまで削減率で比較している。
u 各法人の削減率の平均とは、中期目標等に定められている法人の一般管理費及び業務経費の削減率（中期目標期間で削減率が定めら
れている場合は各年度に換算）を当該年度に存在する法人で平均したもの。

u 各法人の中期目標等によりそれぞれの削減の対象外とされている経費（人件費、特殊経費等）はあるが統一基準はない。
u 例えば、一般管理費として運営費交付金以外の自己収入等を支出したと場合も、一般管理費全体として削減の対象となる。
u 運営課題分科会に参画している２６法人のうち、現時点で回答があった法人は２４法人。

国立研究開発法人の業務経費は、平成２７年度末時点で約１０％削減を行っている。
さらに、一般管理費についても約３０％削減を行っている。

一般管理費

業務経費
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別紙３－１国立研究開発法人と国立大学法人の相違

区分
法人税
（収益事業）

印紙税 固定資産税
寄附金税制

（企業側の
損金算入）

経営努力
認定

随意契約
限度額
（物品購入）

国立研究開発法人 課税 課税 課税 限度額有 ５０％ １６０万円

国立大学法人 非課税 非課税 非課税
全額損金
算入

１００％ ５００万円

※１ 財務省が指定している法人。（国又は地方公共団体以外から出資を受けている法人と対応している。）勘定によっても
異なる場合がある。
※２ 総務省が指定している法人。（国又は地方公共団体以外から出資を受けている法人と対応している。）

※３ 特に特殊法人から国立研究開発法人となったところに多い。統合しても特殊法人から継続して事業を行っている部門は
納税義務も承継しており、法人内でも取り扱いが異なる。
※４ 限度額＝［ （所得金額×６．２５％）＋（資本金額等の金額×０．３７５％） ］／２

※５ 経営努力により運営費交付金で賄う費用を節減した場合。経営努力による収入の増加や費用の減少の場合及び知的
財産収入による利益は１００％となる。

※６ 行うべき事業を行ったことを立証できる場合。なお、行うべき事業を行ったとは、学生収容定員を在籍者が一定率以上で
充足することで説明可。
※７ 国立大学法人によって異なるが、概ね５００万円。（別紙３－２関連）

同じ研究開発を実施している国立研究開発法人と国立大学法人では、税制や経営努力
認定、随意契約限度額等について違いがある。

（※１） （※２） （※３） （※４） （※５）

（※７）（※６）
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国立研究開発法人の税制等
法人名（全27法人）

法人税納税義務
（収益事業）

（参考）国又は地公体以外
の出資の有無

印紙税
納税義務

固定資産税
納税義務

日本医療研究開発機構 × × × ○

情報通信研究機構 ○ ○ ○ ○

物質・材料研究機構 × × × ×

防災科学技術研究所 × × × ×

量子科学技術研究開発機構 × × × ○

科学技術振興機構 ○ ○ ○ ○

理化学研究所 ○ ○ ○ ○

宇宙航空研究開発機構 ○ ○ ○ ○

海洋研究開発機構 ○ ○ ○ ○

日本原子力研究開発機構 ○ ○ ○ ○

医薬基盤・健康・栄養研究所 × × × ○

国立がん研究センター × × × ×

国立循環器病研究センター × × × ○（職員宿舎等）

国立精神・神経医療研究センター × × × ×

国立国際医療研究センター × × × ×

国立成育医療研究センター × × × ×

国立長寿医療研究センター × × × ×
農業・食品産業技術総合研究機構
※勘定により取扱が異なる

○ ○ ○ ○

国際農林水産業研究センター（参考） × × × ×

森林総合研究所 × × × ○

水産研究・教育機構 × × × ○

産業技術総合研究所 × × × ×

新エネルギー・産業技術総合開発機構 ○ ○ ○ ○

土木研究所 × × × ×

建築研究所 × × × ×

海上・港湾・航空技術研究所 × × × ×

国立環境研究所 × × × ×

合計 8 8 8 14

国立大学法人（参考） × × × ×

参考
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別紙３－２
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随契限度額を上げることにより効率化
することのできる契約（53.7%効率化）

一般競争入札が約半減

※随契限度額以下を除く

随契限度額を上げても、金額ベースではほとんど変化はない

国立研究開発法人の調達等
一般競争入札
指名競争入札
企画競争

随意契約事前確認公募
随意契約

◆運営課題分科会参画２６法人のうち、現時点で回答のあった２４法人を集計
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経営努力認定について① 別紙３－３

国立研究開発法人 国立大学法人

１．要件

①経営努力による収入の増加や費用の減少であることを法人が合理的に説
明できること
○収入の増加や費用の節減が、当該事業年度において新規に生じたこと。

○前年度以前になされた取組で１年以上効果が継続しているものについて
は、原則初年度のみ認める。

○収入の増加や費用の節減が、外部要因によらず法人の自主的な活動に
よるものであること。

②経営努力により運営費交付金で賄う費用を節減したことを法人が合理的に
説明できること。
○費用の節減が、当該事業年度において新規に生じたこと。

○費用の節減が、外部要因によらず法人の自主的な活動によるものである
こと。

（注１）利益は、運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に
基づかない収入から生じたものであることが必要

（注２）利益は、収入から、これを得るために要した費用を適切に見積もって
算定した上で、控除した金額

③上記の他、特許等による知的財産収入に基づく利益の全てを経営努力と
認める。

○中期計画において記載さ
れた教育研究に係る当該事
業年度における行うべき事
業を行ったことを立証するこ
と。

→客観的な指標である学生
収容定員を在籍者が充足し
ていること

→特に、特別教育研究経費
により措置された事業及び
法人内予算におけるプロ
ジェクト事業等については、
具体的な成果又は実施状
況

２．認定さ
れる割合

①、③の場合、１００％
②の場合、５０％

１００％

国立研究開発法人と国立大学法人の比較（概略）
【経営努力認定】

決算で生じた運営費交付金による剰余金を、財務省協議や主務大臣による承認を経て目的積立
金として翌年度以降に繰り越す制度。
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経営努力認定について② 別紙３－３

○認定時期は１１月～１月。（つまりこれ以降でないと執行不可）
→そもそも認定の可否やその時期などが不確定で、現実的に使える経費と
ならない（予定が立たない）
○目的積立金を申請するということは使い残した予算があるということ

→剰余金（目的積立金）があることで概算要求を切る材料となり得るとも聞く
→これまで費用進行基準で何ら問題なかったところ、業務達成基準の原則
化により、本制度を活用すべきなのか注視が必要か

○国立大学法人では運営費交付金以外にも学生納付金や病院収入等の多額
の自己収入が存在。
→これらの財源をどのように使い分けているか、大学の状況について分析が
必要

経営努力認定を、国立大学法人並みの制度とすれば、国立研究開発法人に
とって有効かどうか、大学関係者等のヒアリングを含め、より詳細に検討する必
要があるのではないか。

例えば以下のような理由が挙げられる
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改善すべき制度上の課題 別紙４

１２

３ ４

深刻な影響がある課題

影響が大きい課題

切
迫
度
の
高
い
課
題

中
期
的
に
取
り
組
む
べ
き
課
題

●税制

●随契限度額

●政府調達改善

●運交金算定
ルール

●経営努力認定
／予算繰越

●一般管理費
削減目標

■不足人材の確保
／クロアポ

●株式、新株予約権

■消費税還付金
■電子ジャーナル
■アカデミア価格

●評価の活用

●：国への制度改正等要望型
■：法人間共有／自主取組型

●会計基準

●間接経費割合

●施設設備の
保守管理予算

●一者応札

■改正労働契約法
への対応


